
 

一般競争入札を行いますので，京都市契約事務規則第２８条の４の規定に基づき，次

のとおり公告します。 

  令和２年４月２８日 

京都市長 門 川 大 作 

  

１ 入札に付する事項 

⑴ 委託業務名 

ア （単価契約）京都市家庭ごみ収集用指定袋配送業務及び在庫調査業務委託 

イ 京都市家庭ごみ収集用指定袋の保管等業務委託 

２件一括 

⑵ 委託業務の特質等 

入札説明書及び仕様書（以下「入札説明書等」という。）のとおり 

⑶ 委託期間 

令和２年７月１日から令和５年３月３１日まで 

 ⑷ 納入場所 

   入札説明書等のとおり    

 

２ 入札参加資格に関する事項 

  以下に掲げる入札参加資格の種類に応じ，その全てを満たす者 

⑴ 入札の前に確認する資格（以下「事前確認資格」という。） 

  ア 一般競争入札参加資格確認申請書を提出しようとする日（以下「申請日」とい

う。）の前日において京都市契約事務規則（以下「規則」という。）第４条第２項

に規定する一般競争入札有資格者名簿（物品）に登載されている者（以下「登録業

者」という。）又は登録業者以外の者で申請日の前日までに令和元年１１月２７日

付け京都市告示第４３８号（以下「告示」という。）に定める物品の資格の申請を

行っている者。 

  イ  申請日から事前確認資格の確認の日までの間において，京都市競争入札等取扱要

綱（以下「要綱」という。）第２９条第１項の規定に基づく競争入札参加停止（以

下「参加停止」という。）を受けていないこと。 



 

  ウ 本件入札に参加しようとする個人，法人の代表者又は個人若しくは法人の代表者

の委任を受けた者（以下「代表者等」という。）が，本件入札に参加しようとする

他の代表者等と同一人でないこと。 

 エ  京都市役所本庁舎（京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地）を 

  中心とした半径５０ｋｍ圏内に，指定袋を保管し得る倉庫を用意すること。倉庫は 

  原則２箇所まで（本市の承認を得ることにより最大５箇所まで可能）とし，指定袋 

  の保管のために使用可能な最大収納面積が合計２，５００㎡以上であること。 

 オ 貨物自動車運送事業法による一般貨物自動車運送事業者若しくは同法による貨物 

  軽自動車運送事業者，又は貨物利用運送事業法による貨物利用運送事業者であるこ

と。 

⑵ 開札の後に確認する資格(以下「事後確認資格」という。） 

 ア 登録業者以外の者で，申請日の前日までに告示に定める資格の申請を行ってい

る者にあっては，開札の時までに告示に定める資格を有する者であると認められて

いること。 

 イ 事前確認資格の確認の日から事後確認資格の確認の日までの間において，参加

停止を受けていないこと。 

 

３ 入札説明書等及び一般競争入札参加資格確認申請書の交付方法並びに同説明書等に対

する質問期限及び回答期日 

⑴ 入札説明書等及び一般競争入札参加資格確認申請書の交付方法 

公告の日から，令和２年５月１９日(火)午後５時まで，次の場所において無償で交

付する。ただし，京都市の休日を定める条例に規定する本市の休日（以下「休日」と

いう。）を除く日の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までとする。 

〒604-8571 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地 

京都市役所分庁舎１階 

京都市行財政局財政部契約課 

電話 075-222-3315 

 ⑵ 入札説明書等に対する質問期限及び回答期日 

  ア 入札説明書等に対して質問しようとする者は，市長に対し，質問事項，住所，商



 

号及び氏名（法人にあっては，主たる事務所の所在地，名称及び代表者氏名，届出

済みの受任者（以下「受任者」という。）がある場合は，受任者に係る事務所の所

在地及び氏名）を記載，押印した書面を，令和２年５月１９日(火)午後５時までに，

持参により京都市行財政局財政部契約課まで，提出しなければならない（受付時間

は，休日を除く日の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までに限

る。）。 

なお，受付期間の経過後は，入札説明書等に対する質問は一切受け付けない。 

  イ 市長は，アによる質問を受けたときは，令和２年６月２日(火)までに，質問に対

する回答書を，京都市行財政局財政部契約課において閲覧できるようにする。 

 

４ 競争入札参加資格確認の手続 

 ⑴ 提出書類 

入札に参加しようとする者は次に掲げる条件に係る証明書等を提出し，審査を受け

なければならない。 

なお，指定する期間内に必要な書類を提出しない者又は入札参加資格がないと認め

られた者は，本件入札に参加することができない。 

ア 一般競争入札参加資格確認申請書 

イ 添付書類 

２⑴エ及びオに掲げる資格を有することを証明する書類 

 ⑵ 一般競争入札参加資格確認申請書及び添付書類の提出方法 

   入札に参加しようとする者は，下記ウの場所に下記アの期間内に，４⑴に掲げる書

類を持参し提出すること。 

   なお，郵送する場合は書留郵便とし，下記アの期間内に必着させること。 

  ア 提出期間  

    公告の日から令和２年５月１９日(火)午後５時まで（休日を除く。）。 

  イ 提出時間 

    午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで。 

  ウ 提出場所 

    ３⑴の場所へ提出すること。 



 

 ⑶ 競争入札参加資格確認通知 

   一般競争入札参加資格確認申請書及び添付書類の受領後，競争入札参加資格の確認

を行い，その結果は令和２年６月２日(火)までに一般競争入札参加資格確認通知書に

より通知する。 

   なお，当該資格がないと認めた者に対しては，その理由を付して通知する。 

 ⑷ 競争入札参加資格がないと認めた者にする理由の説明 

  ア 競争入札参加資格がないと認められた者は，市長に対し，書面により，競争入札

参加資格がないと認めた理由の説明を求めることができる。 

    書面は令和２年６月４日(木)午後５時までに，３⑴の場所へ持参により提出しな

ければならない。 

なお，書面の受付時間は，休日を除く日の午前９時から正午まで及び午後１時か

ら午後５時までに限る。 

  イ 市長は，アによる説明を求められたときは，令和２年６月９日(火)までに，説明

を求めた者に対し書面で回答する。 

 ⑸ 事後確認資格の確認 

  ア 開札後，事後確認資格の確認を行う。確認を行った結果，事後確認資格がないと

認められたときは，その者の行った入札は無効とする。 

なお，事後確認資格の確認の結果については，通知を行わない。 

 イ 事後確認資格がないと認められた者は，落札決定日の翌日から５日（日数の計 

  算に当たっては，休日を除く。）以内に請求があった場合に限り，事後確認資格 

  がないと認めた理由を口頭により通知する。ただし，上記期間内に，書面による 

  通知を請求する旨の書面による請求があった場合には，書面による通知を行う。 

 ⑹ 競争入札参加資格確認の取消し 

   市長は，競争入札参加資格があると認められた者が，次の各号のいずれかに該当す 

  ることとなったときは，４⑶による通知を取り消し，改めてその旨を通知するものと 

  する。 

 ア 落札決定の日時までに，規則第２条に基づき告示し，又は要綱第１４条の規定

により定めた２の入札参加者の資格を喪失したとき。 

 イ 落札決定の日時までに，要綱第２９条第１項の規定に基づく競争入札参加停止



 

を受けたとき。  

  ウ ア及びイに掲げるもののほか，本件入札に参加する者に必要な資格を欠くことと

なったとき。 

  エ その他市長が特に入札に参加させることが不適当であると認めたとき。 

 

５ 入札執行の日時及び場所 

  令和２年６月１１日(木) 午前１１時 

  京都市行財政局財政部契約課入札室 

  なお，入札書を郵送する場合は，書留郵便とし，令和２年６月９日(火)午後５時まで

に上記３⑴の場所に必着させること。 

  また，事前確認資格があると当市が認めた者が入札を辞退する場合，「辞退届」を令

和２年６月９日(火)午後５時までに３⑴の場所に持参又は書留郵便により必着させる

こと。辞退の届出が無い場合は無断欠席とみなし、入札参加資格停止等の措置を行う。 

 

６ 入札方法 

⑴ 落札決定は，１⑴ア及びイの２件一括の入札金額の比較によって行う。 

⑵ 入札書には，入札者が消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免

税事業者であるかを問わず，１⑴アについて７⑷の表の第１欄に掲げる各配

送及び在庫調査業務（以下「単価契約業務」という。）に係るそれぞれの契

約希望単価の１１０分の１００に相当する金額（１円未満の端数は小数点以

下第二位までとすること。）にそれぞれの予定数量を乗じて得た額を合計し

た金額及び１⑴イについて見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相

当する金額（当該金額に１円未満の端数があるときは，その端数を切り捨て

た金額）の合計額を記載すること。 

⑶ 入札の前に入札参加者の数又は商号（法人にあっては名称）及び予定価格の公表

は行わない。  

 

７ 契約方法 

⑴ 契約は，１⑴アは単価契約，１⑴イは総価契約とし，それぞれについて行



 

う。 

⑵ １⑴アの契約単価は，単価契約業務ごとに定める。 

⑶ １⑴アの契約単価及び１⑴イの契約金額の算定に当たっては，落札者の入

札書に記載された金額（以下「総価」という。）のうち４９．３６％を１⑴

アに，５０．６４％を１⑴イに按分する。この場合において，按分した額が

それぞれの予定価格の制限の範囲を超えるときは，この比率を変更すること

がある。 

⑷ １⑴アの単価契約業務のそれぞれの契約単価は，総価の４９．３６％に相

当する額を次の表の第１欄に掲げる業務ごとに，それぞれ同表の第２欄の割

合で按分し，さらにそれぞれ同表の第３欄の予定数量で割戻して得られた金

額（０．０１円未満の端数があるときは，その端数を切り捨てた額。ただし，

端数を切り捨てた結果が，０．００円になる場合は無効とする。）に当該金

額の１００分の１０に相当する額を加算した額（０．０１円未満の端数があ

るときは，その端数を切り上げた額）とする。 

第１欄 第２欄 第３欄 

配送業務（燃やすごみ用，資源ごみ用）令和２年７月

～３月 

23.52％ 165,000箱 

配送業務（燃やすごみ用，資源ごみ用）令和３年度 32.30％ 220,000箱 

配送業務（燃やすごみ用，資源ごみ用）令和４年度 33.27％ 220,000箱 

指定袋の在庫調査業務委託（令和２年7月～３月） 2.87％ 4,950件 

指定袋の在庫調査業務委託（令和３年度） 3.95％ 6,600件 

指定袋の在庫調査業務委託（令和４年度） 4.07％ 6,600件 

⑸ １⑴イの契約金額は，総価の５０．６４％に相当する額に，当該金額の１

００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があ

るときは，その端数金額を切り捨てた金額）とする。 

⑹ 落札者が契約を締結しない場合   

 落札者が契約を締結しないときは，契約辞退に該当するため，３箇月の競争入札参加 



 

 停止を行い，さらに当該入札金額の１００分の５に相当する額を違約金として徴収す 

 る。 

 

８ 禁止事項 

⑴ 本件入札において落札し，契約の相手方となった者（以下「契約者」という。）

は，本件入札において互いに競争相手であった落札者以外の者（以下「非落札者」

という。）から契約の履行に必要な物件（落札者の商標を付して製作された物件を

除く。以下同じ。）又は役務を調達してはならない。 

⑵ 非落札者は，契約者に対して，契約の履行に必要な物件又は役務を契約者に供給

してはならない。 

⑶ ⑴及び⑵の規定は，契約者が，非落札者以外の者を経由して非落札者から契約の

履行に必要な物件又は役務を調達したとき及び特許権その他の排他的権利に係る物

件の調達その他のやむを得ない事由により，非落札者から契約の履行に必要な物件

又は役務の一部を調達する必要があるため，あらかじめ文書による本市の承諾を得

た場合は適用しない。 

 

９ 落札決定日及び落札者の決定方法 

  落札決定日は，令和２年６月１１日（木）とする。予定価格の範囲内で最低の価格を 

 もって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 

10 入札の無効 

 ⑴ 京都市契約事務規則第６条の２各号（第３号及び第１３号を除く。）に定めるもの

のほか，一般競争入札参加資格確認申請書その他の提出書類に虚偽の記載をした者が

行った入札は，無効とする。 

⑵ この入札において，代表者等と同一人である者の双方が入札したことが判明した

ときは，当該代表者等及び同一人である者のした入札は，規則第６条の２第１４号に

基づきそれぞれ無効とするとともに，参加停止を行う。 

  また，この入札により落札者を決定した場合において，契約を締結するまでの間

に，落札者となった代表者等が，この入札において入札した他の代表者等と同一人で



 

あったことが判明したときは，契約を締結せず，それぞれについて競争入札参加停止

を行う。  

⑶ ７⑷により，契約単価を算定する過程において０．００円となった場合，その者

が行った入札は，無効とする。 

 

11  登録業者の資格が認められなかった場合の契約不締結等 

  ２⑴で定める申請において，資格が無いと本市が認めた場合は契約を締結しない。こ

の場合において，本件調達のために行った準備行為等に係る費用が既に発生していて

も，落札者は，その費用を本市に請求することはできない。 

 

12 その他 

⑴ この契約は,京都市長期継続契約に関する条例の適用を受けるものであり,本市は，

翌年度以降において当該委託料に係る歳出予算の金額について減額又は削除があっ

た場合は，この契約を解除することができる。 

⑵ 前項の規定により，本市がこの契約を解除した場合において，契約者は，本市が

翌年度以降に支払いを予定していた委託料を請求することはできない。 

⑶ 契約者は，前項に定めるもののほか，本市がこの契約を更新しなかったために生

じた損害の賠償について，本市に請求することはできない。 

⑷ この調達は，政府調達に関する協定の適用を受けるものである。 

⑸ 手続において使用する言語及び通貨は，日本語及び日本国通貨に限る。 

⑹ 入札保証金及び契約保証金  免除 

⑺ 契約書作成の要否  要 

    契約書は京都市標準契約書を使用する。 

⑻ 登録業者以外の者で，一般競争入札参加資格の確認の結果の通知の前日までに，

告示に定める資格の申請を行い，開札の時までに告示に定める資格を有すると認めら

れた者が落札者となったときは，契約の締結時に京都市暴力団排除条例施行規則第７

条に規定する誓約書を提出すること。 

  なお，誓約書を提出しない場合は，契約を締結しない。 

⑼ 本件の契約者は，ＳＤＧｓをはじめとする持続可能な社会を構築する取組の重要



 

性を理解し，取り組みに努めるものとし，契約後２箇月以内にその旨を宣言する文書

（本市所定様式）を提出するものとする。 

⑽ 詳細は，入札説明書による。 

⑾ 本公告に関する問合せ先 ３⑴の交付場所に同じ。 

  

13 Summary 

⑴  Nature and estimated quantity of the services to be required: 

     ア  Outsourcing the collection and delivery of Kyoto City designated bags  

      for the disposal of household garbage, as well as a survey of inventory. 

 イ Outsourcing the management and storage of Kyoto City designated bags for  

   the disposal of household garbage. 

  ⑵  Time-limit for the submission of application forms and relevant      

Document for the qualification: 5:00p.m 19 May,2020 

  ⑶ Time-limit of tenders:11:00a.m 11 June,2020 

  ⑷ Contact point for the notice:Contract Section,Finance Division, 

       Administrative and Budgetary Bureau, City of Kyoto 

       Teramachi-Oike,Nakagyo-ku,Kyoto 604-8571,Japan 

       Phone 075-222-3315 

  ⑸  Inquiries will only be accepted in Japanese 

(行財政局財政部契約課) 


